議員定数および報酬削減を求める決議案
私は、大阪維新の会大阪市会議員団を代表いたしまして、議員提出議案第　　号、議員定数削減の意見書案、及び議員提出議案第　　号、議員報酬削減の意見書の提案趣旨について、提案者を代表してご説明申しあげます。
私たち議員は大阪市に対して職員数の削減を伴う行政改革を求めており、議員は職員に対してほぼ半減に近い人員の削減を求めておきながら、議員自らが5％にも満たない削減に甘んじることは許されません。大阪市の改革は、職員だけではなく、議員も共に行う。それこそが真の行政改革と言えるのではないでしょうか。
また行政コストを削減すると共に、議員の削減による政治コストも下げ、少子高齢化による人口減少時代を乗り切ることが最重要課題と言えます。
そして今、成熟した住民自治とは何かを考えたとき、議員だけによる議会運営ではなく、住民参加による地域協議会を創設することによって、直接民主制を実現させることが必要です。
我々維新の会が提案する議員定数を削減し、45名とすることにより、私たちの将来を担う子供たちの為の教育設備に投資する財源の一部とすることも可能です。たとえば、地球環境の激変に伴う異常気象の中、大変な暑さの中で授業を受けざるを得ない小中学校の子供たちの教室にクーラーを設置する、また成長過程にある中学生に栄養バランスの整った食事を提供することで、子供たちの健やかな心身の発育を促し、また経済状況の悪化する中で懸命に働く保護者の助けになる給食制度を整えたいではありませんか。
また、大阪市民の新たな行政ニーズに応え、行政サービスの低下を招かないために議員から先陣をきってコスト削減を行わなければならないという意味では、人員だけではなく、自らの報酬を3割カットし、他都市と比較しても同水準まで下げる必要があると考えます。市長をはじめ、職員の人件費も我々に続いて削減されるべきです。
具体の内容に関しましては、議長につきましては現行126万円を88.2万円に、副議長につきましては現行112万円を78.4万円に、議員につきましては現行102万円を71.4万円に、常任委員長につきましては現行106万円を74.2万円に、副委員長につきましては現行　　　104万円を72.8万円に、それぞれ改定することといたしております。
この削減が実行されれば19有る政令指定都市では現況2番目から14番目へとなり、議員報酬の3割を削減している他都市はなく、議会改革の前進速度は他都市と比較になりません。
私たち議員は大阪市民の代表として、大阪市の未来を造る義務があります。その為には、この行政改革を確実に成功させなければなりません。
よって、議員定数削減並びに議員報酬削減の本意見書案に対し、私たちの大阪市をより良い都市にするため、日夜尽力しておられる議員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明といたします。
